






近年、旧優生保護法（1948 ～ 96 年）のもとで強制的に、あるいは形式的な同意のもとに、
障害のある男女に不妊手術が実施されたことに注目が集まっている。強制的に行われた
16,000 件余りのうち、約 7 割が女性への手術であったことは、この問題がジェンダーの問題
でもあることを示している。不妊手術の可否を決定するある地域の審査会の記録には、女性






れてきたことが指摘されている（Thomas 1997、伊藤 2000、伊藤 2004）。さらに、結婚・
妊娠に至ったとしても出産を受け入れる医療機関を探すことが困難であったり（道木 2008、
辻本ら 2015）、医師から適切な対応を受けられなかったりするという障害女性をめぐる現状
が明らかにされつつある（DPI 女性障害者ネットワーク 2011、土屋ら 2017）。一方で、障害
当事者による手記からは、医療機関で否定的なまなざしを向けられ、ときには堕胎を勧めら
























第に心身に変調をきたし、5 年ほどで退職した。この時には 30 歳を超えて、結婚や出産と






























































































































































































































































































































1992: 90-1）。また、同じく 1970 年代後半、大阪にて出産を経験した脳性まひ者の入部香代
子も、医師から「おろしますか？おろすんでしょう？」などの言葉をかけられた経験を書く
































































































































































い芝の会神奈川県連合会の「婦人部」として結成された、脳性まひ（Cerebral Palsy ＝ CP）






































































 1 毎日新聞 2018 年 4 月 18 日（名古屋本社）「強制不妊 愛知県が資料開示　13 歳「男子労務者多く 誘
惑される」14 歳「反社会的妊娠 充分考えうる」」 
 2 本稿は土屋（2018）の続編として位置づけられる。高橋さんへのインタビュー調査は、2016 年 10













を行った（瀬山 2002: 151-2）。 
 6 Gubrium & Holstein （1990=1997）は、公的な場で「母親」としての地位が認められる重要な理由と
して、法的な関係や生物学的な関係よりも子どもを「世話をすること」が挙げられたことを指摘す











 10 牛山（2004）も脊髄損傷に詳しい産婦人科医は少ないと述べている（牛山 2004: 676）。 
 11 池田まり子も「重度の障害者の出産が理解されない、怖がられる」といったことから病院探しが大
変であった経験を綴っている（池田 2009: 12）。尾濱由里子も同様に、サポート体制が整っていない
ことを理由に「大きい病院」を勧められたという（尾濱 2017: 58）。 
 12 http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/rights/rightafter/crpd_gc3_2016_women.html 
 13 道木（2008）は、ある妊婦が「産科医師から、『脊髄損傷女性の出産に立ち会った経験がないから、
何か文献があれば持ってきてほしい』と言われた。損傷者の出産専門書がほしい」という声を紹介

























と言われた経験を綴る（尾濱 2017: 58）。 
18 ロールモデルの存在については土屋（2018）も言及している。また道木（2008）は妊婦が抱える不
安に対して、同じく出産を経験した脊髄障害者によるピアカウンセリングの有効性を説いている（道
木 2008: 101）。 







が求められている（菅野 2018: 10）。 
 20 広井（2009）は、現少子化政策においても、親の教育責任を最優先に位置づける発想があることを
指摘している（広井 2009: 35）。 
 21 第二派フェミニズムが問題化してきたのは女性の「経済的自立」を妨げるものとしての性役割分業













には「称賛」の対象となることを指摘する（時岡 2000: 38-46）。 
 25 1984 年には CP 女の会による『私は女』が刊行され、多くの女性により妊娠や出産の経験が綴られ
た（内田 2001: 287）。 
 26 その後、「視覚障害かるがもの会」（1991 年）、「ラブリーペアレンツ」（発足年不明）、「障害のある
パパママコミュニティ “S・I・O・N”（すくすく生きる親の仲間）」（2007 年）などが発足している。
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　■付 記
　本稿は「障害女性をめぐる差別構造への「交差性」概念を用いたアプローチ」（代表者：土屋葉、
16K04114）の成果の一部である。この研究は愛知大学・人を対象とする研究に関する倫理審査委員会
の承認（人倫承 2016-04）を得て調査活動を行っている。調査実施の際には、途中で中止することも可
能であること、調査結果はすべて関係者のみが扱い、公表の際には個人特定ができないように配慮・処
理すること等を説明し、同意書に署名をいただいている。

